
厚生労働大臣殿

基発 0324第 3号

平成23年3月24日

労働基準局長

(公印省略)

「労働基準局の内部札織に関する細則」の一部改正について(内申)

標記について、厚生労働省の内部組織に関する訓令(平成13年厚生労働省司J[第1号)

の規定に基づき、 55IJ添のとおり関係書類を添えて申請するので、よろしくお取り計らい願

います。



平成23年4月1日付け労働基準局の内部組織に関する細則の

一部改正について

O 平成23年度組織・定員要求の査定を受けた下記の点等について変更するもの。

1 労働基準局総務課内の変更

労働基準局内の所管団体に関する事業仕分けへの対応が一定整理されたことから、監

理第二係を廃止し、その所掌事務を監理係に統合する。

2 労働基準局労働条件政策課内の変更

最低賃金制度研究官(専門スタッフ職)を設置する(中央賃金指導官を財源とする)。

3 安全衛生部安全課内の変更

安全対策指導業務分析官(専門スタッフ職)を設置する(災害情報官を財源とする)。

4 安全衛生部化学物質対策課内の変更

化学物質国際動向分析官(専門スタッフ職)を設置する(化学物質情報管理官を財源と

する)。

5 労災補償部補償課内の変更

(1)社会復帰促進分析官(専門スタッフ職)を設置する(中央労災医療監察官を財源とす

る)。

(2)労災補償訟務分析官(専門スタッフ職)を設置する(中央職業病認定調査官を財源と

する)。

6 労災補償部労災保険業務課内の変更

(1)短期給付第二係長及び一時金業務係長を設置する(労災保険給付等の支払業務の木

省集約化に伴う労働基準監督署からの振替増)。

(2)併せて、平成22年 12月に最適化計画に基づく監督・安全衛生システムが更改(稼

働))されたことにより、一通りの開発業務に区切りがついたことから、システム最

適化第二係を廃止し、係名を順次繰り上げる。ただし、今後の更改したシステムの総

括的な開発環境のフォローアップ、他システムとの連携等についてはシステム最適化

第一係に、最適化計画の評価についてはシステム最適化第三係に移管する。



労働基準局の内部組織に関する細則
平成23年4月1日適用

厚生労働省組織令(平成 12年政令第252号)、厚生労働省組織規則(平成13年厚生労働省令第1号)、厚生労働省の内部組織に関する訓
令(平成 13年厚生労働省訓第1号)、じん肺法(昭和35年法律第30号)及び産業安全専門官及び労働衛生専門官規程(昭和47年労働省令
第46号)に定めるところによるほか、労働基準局の内部組織を次のとおり定め、平成23年4月1日から適用する。

1.組織の名称、数文は定数

ょに 補佐の 専 r~ 官 係 専 門 職 主査の 専門スタッフ職

定数 名 称 定数 数 名 称 名 称 定数 定数 名称 定数

総務課 6 1 0 秘書人事係 労災保険業 1 
〈内 2> 〈内 3> 人事係 務分析官

給与・職員係

総括係

法規係
総務係
(広報係)

(監理係)

予算係
(庶務経理係)

石綿対策室 1 中央労働衛生専門官 1 1 企画調整係 1 

[労働保険 2 4 庶務係
審査会 審査第一係

事務室〕 審査第二係
審査第三係

労働条件政策課 3 中央労働時開設定改善 1 6 管理係 最低賃金制 1 
く内 2> 指導官 (内 2) 企画係 度研究官

非正規雇用労働条件 1 (企画第二係)

専門官 法規係
(攻策係)
設定改善係

労働条件確保 1 外国人労働条件専門官 1 3 (法規係)
改善対策室 〈内1> 労働条件確保係

労働条件改善係

[賃金時間室〕 1 中央賃金指導官 1 4 政策係
賃金・退職金制度 1 最低賃金係

専門官 指導係
賃金・退職金制度係

監督課 4 労働監普訟務官 1 7 管理係
く内 3> 社会保険労務士専門官 1 企監商替係・法規係

監察係
特定分野労働条件
対策係

立替払事業係

社会保険労務士係

勤労者生活課 s 7 (企画係)
〈内1> 調査係

数理係

管理係
機構調整係
財形管理係

財形融資係

勤労者福祉 1 2 援助係
事業室 く内1> 指導係

労働金庫業務室 1 労働金庫検査官 日 2 指導係
く内 1> 検査係



安全衛生部 5 安全衛生機関検査官 1 4 管理係

計画課 く内 2> (中央産業安全専門官) 1 団体監理係
〈内1> 法規係

安全衛生訟務官 2 企画係

国際室 1 (中央労働衛生専門官) 1 1 業務係
〈内1>

安全衛生部 1 中央産業安全専門宮 3 3 業務第一係 安全対策指 1 
安全課 (安全衛生機関検査官) 1 く内 2> (業務第二係) 導業務分析

〈内1> (業務第三係) 宮

建設安全対策室 1 技術審査官 2 1 指導係
中央産業安全専門官 1 

安全衛生部 1 中央じん肺診査医 1 6 業務第一係 職業性疾病 1 

労働衛生謀 中央労働衛生専門官 3 〈内4> 業務第二係 分析官
職場復帰対策促進 1 (業務第三係)
専門官 (業務第四係)

(業務第五係)
(業務第六係)

環境改善室 1 中央労働箱生専門官 1 2 環境改善係
測定技術係

安全衛生部 1 有害性調査機関査察官 1 1 業務係 化学物質国 1 

化学物質対策課 中央産業安全専門官 1 際動向分析
中央労働衛生専門官 1 官

化学物質評価室 1 化学物質情報管理官 1 2 評価係
審査係

労災補償部 日 1 1 管理係 1 

労災管理課 〈内1> く内1> 総務係
企画調整係

法規係
予算係
決算係
経理係
調度係
機構調整第一係
(機構調整第二係)

監察係

労災保険財政 1 労災保険数理専門官 2 2 料率係

数理室 〈内 1> 調査係

労災補償部 3 中央労働保険適用 1 7 総務係

労働保険徴収課 く内1> 指導官 く内 3> 予算係
中央徴収専門官 1 企画係
労働保険事務組合 1 (法規係)
指導官 業務係
中央船舶事業所指導官 1 (徴収係)

(適用係)

労働保険徴収業 1 5 管理係 主任プログラ 2 

務室 〈内 3> 業務第一係 て，-ー
(業務第二係)
(システム最適化

第係)
(システム最適化
第二係)



労災檎償部 2 中央労災医療監察官 2 6 業務係 社会復帰促 1 

補償課 中央社会復帰指導官 1 企画調整係 進分析官
労災医療専門官 1 通勤災害係 労災補償訟 1 

医事係 務分析官
福祉係
二次健康診断等
給付係

職業病認定 1 中央職業病認定調査官 6 2 職業病認定業務
対策室 第係

職業病認定業務
第二係

労災保険審理室 1 労災保険審査専門官 3 4 審査係
中央労災補償訟務官 4 〈内 2> (審査第二係)

訟務係
(訟務第二係)

労災補償部 5 システム管理調整官 1 1 6 管理係 主任プログラ 3 

労災保険業務課 く内1> 〈内 2> 経理係 てず』ー

企画調整係
システム管理係
伝送係
システム運用係
(情報システム
運用係)
年企業務係
一時金業務係
年金福祉第一係
年金福祉第二係
短期給付第一係
短期給付第二係
統計調査係
(支払第一係)
支払第二係

[システム 1 5 システム調整係
最適化 〈内 3> システム最適化
推進室] 第一係

(システム最適化
第二係)
(システム最適化
第三係)
(システム最適化
第四係)

計 56 60 124 5 2 7 
〈内15> 〈内 3> く内27>

(注)1.併任の官職(関係のある他の職を占める者をもって充てられるものとする職)を下記の記号で示す。
室 長一一一一一一一一一一
補 佐---------------------ーく内〉
専門官・係長----------------------_. ( ) ~名称、 く内 >~定数
計---------------------…<内〉

2.表に定めるもののほか、労働条件政策課賃金時間室に主任中央賃金指導官1入、安全衛生部安全課建設安全対策室に主任技術審査官1
人を置く。

ζ 



係等の名称 所掌事務



課長補佐等 係等の名称 所掌事務

(企画係の所掌



課長補佐等 係、等の名称 所掌事務



課長補佐等 係等の名称 所掌事務



課長補佐等 係等の名称 所掌事務



課長補佐等 係等の名称 所掌事務




